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平成 22 年 1 月 15 日 
有識者委員会事務局 

 
【参考資料】 

環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン（2002 年 4 月） 

に関する「よくある質問集」（FAQ） 

 

イ．基本的な方針に関するもの 

Q1： 
なぜ「円借款における環境配慮のためのガイドライン」と「国際金融等業務における環境配

慮のためのガイドライン」とを統合することになったのですか？ 

A1： 

統合前は、それぞれの機関がもっていたガイドラインに基づき、それぞれの融資プロジェクト

についての環境配慮を行ってきましたが、1999 年 3 月に国際協力銀行法案が可決された際

に、環境配慮に関して「統一ガイドライン等を策定」すべきである旨の附帯決議が出されまし

た。この附帯決議に基づき、当行としては 2 つの環境ガイドラインを統合するべく準備を行

い、2002 年 4 月に制定に至りました。 

Q2： 
国際的な場で、国際協力銀行が環境ガイドラインに基づく取り組みを情報発信しないのです

か？ 

A2： 

当行としましても、皆様のご意見を踏まえ作成された当行の新環境ガイドラインの考え方を

広めて行くため、OECD や UNEP 等国際的会議や借入国との協議の場等を通じて当行の新

環境ガイドラインを説明、情報発信を行う所存です。OECD においては我が国を代表して参

加している財務省・経済産業省に対して他国 ECA の環境ガイドラインを当行水準に引き上

げられるよう対応していただくこともお願いしたいと考えております。また、借入国側への説

明についても、積極的に取り組みたいと考えております。 

Q3： 
国際協力銀行のガイドラインと他国のガイドラインが異なる場合には、他国のガイドラインを

国際協力銀行のガイドラインに合わせるように他国に働きかけないのですか？ 

A3： 

OECD コモンアプローチ改訂作業において、当行も我が国政府を通じて提案を行う他、当行

の新環境ガイドラインを説明するなどして他国に働きかけを行い、相応の成果があったもの

と認識しております。将来の改訂における議論においても引き続き貢献していきたいと考え

ております。 

Q5： 

国際協力銀行は、我が国の輸出入もしくは海外における経済活動の促進のために融資を

行う機関でもあるのだから、我が国企業の国際競争力維持に十分配慮するべきではないの

ですか？ 

A5： 

環境の維持と両立した持続的な事業の達成は重要な課題であり、我が国企業の海外活動

の金融面からの支援と環境への配慮を両立させることは、当行の新環境ガイドライン策定

にあたり当行が最も重視した点の一つです。OECD のコモンアプローチでも、公的輸出信用

政策と環境保護政策との一貫性が謳われており、我が国企業の対外経済活動の促進を政

策目的の一つとする政策金融機関として適切な環境社会配慮を確保するとの前提の下、商

業上の秘密等への配慮等我が国企業の競争力には十分配慮した内容になっていると考え

ております。 

Q6： 
新環境ガイドラインを導入したことによって、プロジェクトの審査に要する時間が増えて、現

在のような迅速な対応ができなくなるのではないですか？ 

A6： 

当行による環境社会配慮確認においてもセクターやプロジェクトの性格・内容に応じて十分

に確認することが必要ですが、一方でプロジェクトの進展を当行の審査手続の遅れにより妨

げることは避けなければなりません。特に民間企業の行う事業を支援する場合には留意が

必要です。 

当行は十分な環境社会配慮確認を確保しつつ迅速化を図るため次のような工夫を考えて

おります。 
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A6： 

1） 
スクリーニングを行うことにより環境への影響が重大である可能性のあるプロジェク

トを特定化し、こうしたプロジェクトに対してはより詳細な環境社会配慮確認を行う 

2） 
借入人等への質問事項をまとめたスクリーニングフォーム、及びセクター毎に確認す

べき項目を列挙したチェックリストの活用 

3） 協調融資を行う他金融機関、輸出信用機関等との情報共有、意見交換 

4） プロジェクトの性格・内容に応じて特定分野の外部専門家の活用  

Q7： 輸出信用の部分については日本貿易保険のガイドラインと共通のものにしないのですか？ 

A7： 

当行は輸出金融、投資金融、輸入金融、事業開発等金融（アンタイドローン）、円借款、ブリ

ッジローン、保証と多様な金融メニューをもって途上国等で行なわれるプロジェクトを支援し

ています。金融種類は異なっても政府機関として当行がプロジェクトに求める環境社会配慮

は基本的には変えるべきではないと考えております。 

一方で、日本貿易保険の環境ガイドラインと当行の新環境ガイドラインとではその内容は大

きく異なるものにはなっておりません。 

また、OECD コモンアプローチの中で輸出信用機関間の情報共有も奨励されていることよ

り、 

1） 
借入人等への質問事項をまとめたスクリーニングフォーム、及びセクター毎に確認

すべき項目を列挙したチェックリストの共通化 

2） 情報共有 

3） 現地調査ミッションを可能な限り同時に派遣 

4） 環境レビュー結果に関する意見交換 

等を行うことにより、輸出金融ご利用の皆様に国際協力銀行と日本貿易保険で環境社会配

慮確認が重複しないよう工夫することを検討していきたいと考えております。 

Q8： 
WCD（世界ダム委員会）は詳細な提言を策定しておりますが、WCD フォーラムのメンバーで

あった国際協力銀行は関連の提言を本ガイドラインに反映しているのですか？ 

A8： 

WCD で提言されている基本的な考え方については共有できるものがあると考えており、当

行の新環境ガイドラインの中にも取り入れております。例えば、新環境ガイドラインの中で、

代替案の検討、社会的合意、遵守の確保等については、事業者に求める環境社会配慮の

内容として第 2 部 1 及び 2、当行の遵守に関しては第 1 部 7 に記述しています。 

ただし、WCD の提言で言及されている具体的事項の中には、先進国においても実施が一般

的でなく、特に開発途上国では技術的、資金的に対応が困難なものも含まれており、WCD

議長も「WCD の提言は、ガイダンスを提供するものであり、規制的なフレームワークではな

い」と説明しております。当行としても有用な参考資料として活用していきたいと考えていま

す。 

Q9： 

円借款の場合に、環境問題よりも外交関係を優先して融資表明が行われることがないよ

う、国際協力銀行の環境審査が確実にクリアされてから政府によるプレッジがなされている

のですか？ 

A9： 

当行は円借款プロジェクトについて環境面のみならず他の要素も含めて審査を行い、当行の

判断について、その結果と根拠を政府に報告し、その上で政府が最終判断をしてプレッジを行

っております。従って、当行自らの専門知識に基づくプロジェクトのフィージビリティ確認の結果

を受けずに政府によるプレッジがなされることはありません。 

Q10： モニタリングを行う目的についてどのように考えているのですか？ 

A10： 

当行としましては、モニタリングは、プロジェクト実施主体者が環境社会配慮を確実に実施し

ているか確認するために行うものと考えております。 

また、モニタリングの目的の一つが、当初予見されていなかった影響の早期発見であると考

えており、これまでも、何らかの問題が指摘または確認された場合には、速やかに借入人
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等に伝達し、適切な対応を促してきました。 

新環境ガイドラインにおいても、第 2 部 1.で、「予測が困難であった事態の発生の有無････

を把握し、その結果に基づき適切な対策をとることが望ましい」旨明記しています。その上

で、モニタリングの結果問題が確認された場合には、「借入人を通じプロジェクト実施主体者

による適切な対応を促す」（第 1 部 4.（4））こととし、予見されていなかった影響等にも対応す

ることとしています。 

Q11： 
それぞれのプロジェクトで確認すべき項目を具体的に示すことは困難であると推測されます

が、確認漏れを回避するために、どのような対策をとっているのですか？ 

A11： 

特にカテゴリ A について、情報公開やパブリックコンサルテーション等の手続きを確認するこ

とは確認漏れを防止するために重要であると認識しており、新環境ガイドライン第 1 部 3（3）

において、「カテゴリ A のプロジェクトに関しては、････当該プロジェクトに関わるステークホ

ルダーの関与や情報公開等の状況についても確認を行う」、「必要に応じ環境に専門性を

有する者によるプロジェクト予定サイトへの実査等により環境社会配慮の確認を行うことが

ある」旨明記しております。 

またスクリーニングフォームや環境チェックリストも活用し、当行としても出来る限り漏れが

生じないよう、確認を行う考えです。 

Q12： 
円借款プロジェクトにおいて、より効果的なモニタリングを実施するため、中間段階での評価

等の際住民から直接意見をくみ上げるようなことは行われるのでしょうか？ 

A12： 

モニタリングを住民が参加して行うことは問題の早期発見、サステイナブルな事業効果の発

現という観点から、望ましいことであると当行でも認識しています。新環境ガイドラインの第 1

部 4.（4）においては、「プロジェクト実施主体者が環境社会配慮を確実に実施しているかを

確認するために、本行は････モニタリング結果の確認を行う」と記述しており、これにより可

能な限りポジティブな影響が発現されるよう、当行として今後も留意していきます。またステ

ークホルダー及び第三者等からの情報提供も歓迎しております。円借款における中間段階

での評価のあり方また、そこへの住民参加については、その手法も含め今後の課題と認識

しており、ご指摘も踏まえ更に検討する所存です。 

Q13： 
国際協力銀行は、新環境ガイドラインにおける情報公開に関する規定についてどのような

考え方に基づいて作成したのですか？ 

A13： 

当行としては、情報公開の原則と商業上の秘密保持の原則との両立をはかっていきたいと

考えております。プロジェクトが環境面に配慮されたうえで持続的に実施、運営されて行くこ

と、プロジェクト実施主体者や当行がアカウンタビリティを確保してゆくこと等において、情報

公開が非常に重要であると認識しております。一方で、民間ビジネスにおいて、例えば工業

プラント事業においては特殊な生産プロセスは重要な企業情報であるところ、商業上等の

秘密にも配慮すべき点があり、これらを認識したうえで、積極的に情報公開を行っていきた

いと考えております。 

Q14： 
新環境ガイドラインにおける情報公開の規定は、OECD のコモンアプローチを踏まえたもの

になっているのですか？ 

A14： 

OECD コモンアプローチにおいても、カテゴリ A のプロジェクトに関する EIA 等の情報の事前

公開に努めることや、「カテゴリ A 及び B のプロジェクトに関する情報を、情報公開に関する

国内法の範囲内で少なくとも毎年公表する」ことが規定されております。当行としましては、

環境の維持と両立した持続的な事業の達成と、我が国企業の対外経済活動の促進を政策

目的の一つとする政策金融機関としてのアカウンタビリティの確保において、情報公開の重

要性を認識しておりますところ、当該規定を踏まえた上で、商業上の秘密等への配慮等我

が国企業の競争力には十分配慮しつつ、積極的に情報公開を行っていく所存です。 

Q15： 

新環境ガイドラインに基づく情報公開と『独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律』（以下「情報公開法」という。）に基づく情報公開との関係はどうなっているのでしょう

か？ 
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A15 

情報公開法に基づく情報公開は、当行の保有する文書について、皆様からの開示請求に

基づき、法律に従って、開示すべきか否かを判断するものです。 

これに対し、新環境ガイドラインに基づく情報公開は、当行が自主的・積極的に、スクリーニ

ング情報や環境レビューに関する重要な情報等を提供していくことにより、当行自身の業務

の透明性を高めるだけでなく、関係機関、ステークホルダー等第三者からの情報提供をも

促すものであり、当行にとっては新たな試みです。これにより情報公開法の趣旨をより積極

的に実現、充実させることができると考えております。 

Q16： 
商業上の秘密を理由として情報公開が行われない部分があるのは、不適切ではないので

すか？ 

A16 

商業上等の秘密については、民間企業が当行の借入人になるという国際金融等業務の特

性に鑑み、配慮することが不可欠です。情報公開にあたっては、情報公開の原則と商業上

の秘密を両立させることが重要であると考えております。例えば工業プラント事業において

は特殊な生産プロセスは重要な企業情報であるところ、商業上等の秘密にも配慮すべき点

があり、これらを認識したうえで、積極的に情報公開を行っていきたいと考えております。 

Q17： 
新環境ガイドラインについて、具体的にはいつどのような見直しが行われる予定なのです

か？ 

A17 

当行の新環境ガイドラインは、環境面に対する国際的な関心の高まり、国際金融等業務お

よび海外経済協力業務におけるこれまでの経験も踏まえて策定されたものです。この新環

境ガイドラインについても同様に見直しが行なわれるべきものと考えており、遅くとも 5 年以

内に包括的見直しを行う予定です。 

しかし国際的な議論の進展や、当行の経験等により必要と判断されれば、5年以内であって

も見直しは行う考えです。例えば OECD 輸出信用部会の環境コモンアプローチの見直しに

より新環境ガイドラインを修正する必要が生じれば、必要な箇所につき見直しを行うと考え

ております。 

Q18： 

新環境ガイドラインでは、「融資を行おうとするプロジェクトについて意思決定に先立ちスクリ

ーニング及び環境レビューを行う」とありますが、一度スクリーニングや環境レビュー等を行

ったプロジェクトについて再度追加的に融資を行う場合には、改めてスクリーニング及び環

境レビュー等を行う必要があるのですか？ 

A18： 

過去に一度スクリーニングや環境レビュー等を行ったプロジェクトについて再度追加的に融

資を行う場合には、そのプロジェクトの環境に与える影響が過去にスクリーニングや環境レ

ビュー等を行った際のものと大きく異なっていない場合には、改めてスクリーニングや環境

レビュー等をする必要はないと考えております。 

Q19： 

新環境ガイドラインでは、「融資を行おうとするプロジェクトについて意思決定に先立ちスクリ

ーニング及び環境レビューを行う」とありますが、年次輪切りのプロジェクトで最初の時点で

プロジェクト全体についてスクリーニングや環境レビュー等を行ったプロジェクトについて、そ

の後年次資金を融資する場合には、毎年スクリーニング及び環境レビュー等を行う必要が

あるのですか？ 

A19： 

年次輪切りのプロジェクトで最初の時点でプロジェクト全体についてスクリーニングや環境レ

ビュー等を行ったプロジェクトについては、プロジェクトの環境に与える影響が最初にスクリ

ーニングや環境レビュー等を行った際のものと大きく異なっていない場合には、改めてスク

リーニングや環境レビュー等をする必要はないと考えております。 

 

ロ．ガイドラインの内容に関するもの 

Q20： 

環境に関して国際協力銀行が行っている活動は、個々のプロジェクトの負の環境影響をチ

ェックするだけでなく、環境改善に貢献するプロジェクトの支援もありますが、このような支援

はこのガイドラインのスコープに入っていないのですか？ 

A20： 
当行の新環境ガイドラインにおいては、環境改善に貢献するプロジェクトの支援についても

言及しております。前書きにおいて、「環境保全／改善に資するプロジェクトや、温室効果ガ
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ス排出削減等、地球環境保全に貢献するプロジェクトは積極的に支援する方針である」と明

確に記述しております。具体的には、当行が平成 14 年より試行している業務運営評価制度

において掲げる「開発途上国の地球規模問題への対応支援」との命題に対応するべく、温

室効果ガス削減に貢献するプロジェクトや省エネルギー、新エネルギーの活用、酸性雨の

原因となる大気汚染の削減に貢献するプロジェクトなどを積極的に支援して行くことを考え

ております。 

Q21： 人権について、新環境ガイドラインでは、どのように確認することを考えているのですか？ 

A21： 

当行は環境社会配慮確認の中で社会環境についても重要な要素の一つとして確認するこ

ととしており、人権についても社会環境の一項目として確認する考えです。人権の概念は広

く、国家全体に関するものから、個別プロジェクトに関するものまで多岐にわたります。環境

ガイドラインは個別プロジェクトにおいて環境、社会への影響を検討するためのものであり、

当行の新環境ガイドラインでは個別のプロジェクト・レベルで具体的に対応ができ、当行とし

ても判断基準がより明確なものに限って人権の側面を確認するという考え方をとっておりま

す。当行の新環境ガイドラインでは、確認すべき事項を明確にする必要があると考えてお

り、非自発的住民移転、先住民族の権利、女性や子ども等社会的弱者への配慮というもの

はプロジェクト・レベルにおいても検討が可能であることから、これを第 2 部 1.の「対象プロジ

ェクトに求められる環境社会配慮」の中に盛り込んでいます。 

なお、国レベルで対処すべき人権については、本環境ガイドラインで扱うのではなく、外交

上、あるいは政策上の対応として、例えば ODA 大綱等で対応することが望ましいと考えて

います。 

Q22： 
世銀や他の ECA も環境ガイドラインの対象とはしていない、ジェンダー、子供の権利、HIV / 

AIDS 等の感染症などについては、どのような点について確認すればよいのですか？ 

A22： 

当行の新環境ガイドラインは個別プロジェクトにおいて環境、社会への影響を検討するため

のものであり、個別プロジェクトで配慮を確認するのが適当と考えられる子供の権利や HIV 

/ AIDS、ジェンダー等を確認することとしています。 

ジェンダーについては、例えば、住民移転を伴う場合、女性の意見・考えについても十分尊

重され、排除されない仕組みが準備されていたか等を確認することになります。子供の権利

については、例えば住民移転を伴うプロジェクトの場合、移転先において子供たちのために

十分な学校や医療保健施設が準備されるか等につき個別プロジェクトにおいて確認するこ

とになります。 

HIV / AIDS 等の感染症については、例えば大規模な土木工事を伴うもので、労働者キャン

プを設営するような場合、労働者に対し感染症対策につき十分な教育がなされているか等

を確認することとなります。 

どこまでを検討する影響のスコープとして考えるかについては、プロジェクトによって様々で

あることから、一律に定めるのは適当ではなく、個別プロジェクト毎に検討されるのが適当と

考えております。 

人権などに関する憲章等の扱いについては、政府機関として政府の方針の下、十分尊重し

ていくべきものですが、多岐にわたり、また各国の批准状況も大きく異なることから、当行の

新環境ガイドラインでは具体的に述べることは避け、前書きにて言及しています。 

Q23： 
「環境ガイドライン」や「環境社会配慮」との表記がでてきていますが、国際協力銀行の新環

境ガイドラインにおける「環境」について、国際協力銀行はどのように考えているのですか？

A23： 

当行の新環境ガイドラインでは、環境社会配慮の対象を主として汚染対策、自然環境、社

会環境の3 つの概念で整理しており、社会環境は環境社会配慮確認における重要な要素と

なっています。また、国際的にも「環境ガイドライン」と言った場合には自然環境のみならず

社会的側面も重要な要素として含まれていると理解されており、「環境社会ガイドライン」と

いうよりは「環境ガイドライン」の方が名称としてこなれたものとなっています。OECD コモン

アプローチにおいても、「環境」には「住民移転」という社会的側面も含めて考えられておりま
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す。 

一方、当行の新環境ガイドラインの中で住民移転、先住民族等社会的弱者等への配慮確

認は極めて重要としていますが、その考えをより明確に示すためには、「環境配慮」よりは

「環境社会配慮」方が適切な用語ではないかとの考えもあり、このような表現を採用してい

ます。 

Q24： 
国際協力銀行としては、日本国民に対して、新環境ガイドラインについてどのような情報提

供を行うことを考えているのですか？ 

A24： 

当行は、新環境ガイドラインを、透明性のある、開かれたプロセスで策定するため、約 2 ヶ月

間にわたるパブリックコメント募集を行い、またパブリック･コンサルテーション･フォーラムを

東京、大阪で計 6 回にわたり開催し、策定プロセスにおける透明性を確保するよう尽力して

きました。また、新環境ガイドライン自体についてはウェブサイトで公開しております。また、

個別プロジェクトの環境社会配慮確認にあたり、スクリーニング時にプロジェクトの名称、国

名、場所、プロジェクトの概要、セクター、カテゴリ分類及びその根拠を、また融資契約後に

環境レビュー結果をウェブサイトで公開する等積極的に情報公開していく所存です。 

Q25： 
国際協力銀行は、個々のプロジェクトに関して、レンダ－としてどのようなことを行うことを、

新環境ガイドラインにおいて規定しているのですか？ 

A25： 

当行は、わが国政策金融機関として、国際社会とりわけ開発途上地域の持続可能な開発

への努力を積極的に支援する所存であり、当行の新環境ガイドラインに基づき融資の対象

となる全てのプロジェクトの環境社会配慮確認を行うとともに、地球環境保全を含め環境保

全や改善に資するプロジェクトを積極的に支援することとしております。当行の新環境ガイド

ラインは、当行の融資対象プロジェクトについて適切な環境社会配慮が行われるよう、環境

社会配慮確認についての手続き、判断基準を示すとともに、各プロジェクトの環境社会配慮

に関してオーナーシップをもつプロジェクト実施主体者に求められる要件を示しております。

当行の新環境ガイドラインに基づき環境社会配慮確認を行い、環境社会配慮確認の結果

適切な環境社会配慮がなされないと判断した場合には適切な環境社会配慮がなされるよう

働きかけ、適切な環境社会配慮が確保されない場合には公的金融機関として融資等を行

わないとの判断を行うこととなります。また、融資契約締結後においてもモニタリングを行

い、環境社会配慮に関し事態の改善が必要であると当行が判断した場合には、適切な対応

を要求することがあります。さらに、プロジェクト実施主体者の対応が不適切な場合には貸

付実行の停止等も検討されることになります。このように当行は公的金融機関としての環境

社会配慮について十分に責任を持って積極的に取り組んで行きたいと考えております。一

方で、プロジェクト実施主体者が責任を持って持続的にそれぞれのプロジェクトを実施する

ためには、それらプロジェクトにおける環境社会配慮に関してもオーナーシップをもつべきで

あることについては、国際的にもほぼ共通の認識があるものと理解しており、当行としてプ

ロジェクト実施主体者に行って頂きたい環境社会配慮内容、手続きを第 2 部 1．および 2．に

示しております。 

Q26： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインでは、環境影響評価やモニタリングは、誰が行うことと

されているのですか？ 

A26： 

環境影響評価やモニタリングは、それぞれのプロジェクトを最も熟知しており、かつプロジェ

クトに対しオーナーシップを有するプロジェクト実施主体者が、まず行うべきであるとされて

おります。 

一方で、その透明性､客観性を確保することが重要であることから、 

1） 
「当該国に環境アセスメントの手続制度があり、当該プロジェクトがその対象となる場

合、その手続を正式に終了し、相手国政府の承認を得なければならない」（第 2 部 2） 

2） 
「環境アセスメント報告書は、地域住民等も含め、プロジェクトが実施されている国に

おいて公開され・・ていることが要求される」（第 2 部 2） 

3） 
「地域住民等のステークホルダーとの十分な協議を経て、その結果がプロジェクト内

容に反映されていることが必要である」（第 2 部 1） 

4） 「モニタリング結果は、当該プロジェクトに関わるステークホルダーに公開されている
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ことが望ましい」（第 2 部 1） 

等をプロジェクト実施主体者に求める事項として新環境ガイドラインに明記しています。 

Q27： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインにおいては、「環境社会配慮確認」と｢環境レビュー｣と

いう表現がでてきますが、これらはどのような意味で使用されているのですか？ 

A27： 

当行が行う環境社会配慮確認は、スクリーニング、環境レビュー、モニタリングの 3 つのステ

ージに分かれております。即ち、「環境レビュー」とは「環境社会配慮確認」のなかに含まれ

ています。 

当行の新環境ガイドラインにおいては、以下のように説明しております。 

「当行は、環境社会配慮確認のために以下を実施する。 

1） 
プロジェクトを第 1 部 4.（2）に示すカテゴリのいずれかに分類すること（以下、「スクリー

ニング」）、 

2） 
融資等を意思決定する際に、要件の充足を確認するために環境社会配慮についての

レビューを行うこと（以下、「環境レビュー」）、 

3） 
融資等の意思決定後のモニタリング及びフォローアップ（以下、フォローアップも含め単

に「モニタリング」）」  

Q28： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインにおいてはステークホルダーの範囲について、どのよう

に考えているのですか？ 

A28： 

当行の新環境ガイドラインでは、第 1 部 1. に定義されるステークホルダーについて、「当該

プロジェクトの影響を受ける地域住民や現地 NGO を含む」とされております。 

新環境ガイドラインではプロジェクトサイト内に限らず影響を受ける可能性のある地域の住

民もステークホルダーになりうると考えております。影響を受ける可能性のある地域は隣国

に広がる可能性もあります。新環境ガイドラインでは、国が異なるという理由だけでプロジェ

クトサイトの近隣に居住しているステークホルダーが排除される必要はないという考えです。

なお、環境アセスメントは、当該プロジェクトが位置する国における手続に基づき行われるも

のであり、ステークホルダーとの協議についても、かかる制度に基づき実施されることにな

り、個別プロジェクトの内容、周辺状況等を勘案しつつケースバーケースで検討していくこと

になると考えております。 

Q29： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインで、環境社会配慮に関して参照される国際的基準やグ

ッドプラクティスとはどのようなものですか？ 

A29： 

当行の認識は、環境社会配慮確認を行う必要のある全ての項目を網羅した世界中で適用

可能な国際的基準は、現在のところないものと考えており、一般的には、国際的基準とし

て、国際条約、世銀の Pollution Prevention and Abatement Handbook（PPAH）等、その他の

国際機関等の基準、わが国や米国、欧州等先進国の基準、規制を参照することを考えてお

ります。 

参照すべき基準、グッドプラクティスは多数ありますが、具体的に参照するものの例として

は、次のようなものが考えられます。 

・汚染対策 

・世銀の PPAH 

・我が国、米国の規制値 
1） 

・マルポール条約 

自然環境 

・世界遺産条約 

・ラムサール条約・ 

・ワシントン条約 

2） 

・ＩＵCＮのレッドリスト 

社会環境 

・世界遺産条約 

・世銀の非自発的住民移転に係る OP4.12・ 

3） 

・世銀の先住民族に係る OD4.20 
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これら以外のものも含めすべてを列挙することは困難であることから、新環境ガイドライン第

1 部 3.（4）では、「本行は、環境社会配慮に関し、国際機関、地域機関、日本等の先進国が

定めている基準やグッドプラクティス等を参照する」と包括的に記述しています。また、今後

新たな基準が国際的に確立された場合には、これも参照して参る所存です。 

Q30： 
プロジェクトにより影響を受ける現地の住民の意見を反映できるようにするため、国際協力

銀行の新環境ガイドラインにおいてはどのような内容を盛り込んでいるのですか？ 

A30： 

当行としては、各プロジェクトで環境社会配慮を考えるにあたって、女性、こども、老人、貧

困層、少数民族等社会的な弱者を含めプロジェクトの影響を受ける可能性のある人々のご

意見は適切に反映される必要があると考えております。新環境ガイドラインにおいても、第 2

部 1.では「地域住民等のステークホルダーとの十分な協議を経て、その結果がプロジェクト

内容に反映されていることが必要である」「女性、こども、老人、貧困層、少数民族等社会的

な弱者については、････社会における意思決定プロセスへのアクセスが弱いことに留意し、

適切な配慮がなされていなければならない」旨明記しています。 

また、当行が環境社会配慮確認を行うにあたっても、幅広く情報収集を行うことが重要であ

ると考えており、新環境ガイドラインにおいても、第 1 部 5.（1）においては、「環境レビューに

関し重要な情報につき、････公開する」こと、「関係機関､ステークホルダーからの情報提供

を歓迎する」旨明記しています。 

Q31： 

国際協力銀行の新環境ガイドラインではプロジェクトの実施地における政府（国政府及び地

方政府を含む）が定めている環境社会配慮に関する法令、基準の遵守を求めるのみなら

ず、国際的基準の遵守についても求めているのですか？ 

A31： 

当行が環境社会配慮確認を行うにあたって、相手国および当該地方の政府が定めた環境

に関する法令や基準を遵守しているかを確認し、また国際条約、世銀の PPAH 等、その他

の国際機関等の基準、わが国や米国、欧州等先進国の基準、規制を参照することとしてお

ります。 

但し、国、地域毎に自然環境、社会･文化的背景等は異なっており、一律の基準を全てのプ

ロジェクトに適用することは必ずしも適切ではないと考えています。 

Q32： 

プロジェクトの実施地における政府（国政府及び地方政府を含む）が定めている環境社会配

慮に関する法令、基準が、国際的な水準と比較して著しく緩い場合等においては、どのよう

な対応をとるのですか？ 

A32： 

新環境ガイドライン第 1 部 3.（4）において規定している通り、「国際的な基準やグッドプラクテ

ィスと比較検討し大きな乖離がある場合には、相手国（地方政府を含む）、借入人及びプロ

ジェクト実施主体者との対話を行い、その背景･理由等を確認する」こととしております。確

認の結果、「適切な環境社会配慮が確保されないと判断した場合は、適切な環境社会配慮

がなされるよう、借入人を通じ、プロジェクト実施主体者に働きかける」（第 1 部 3.（5））ことに

なります。但し、国、地域毎に自然環境、社会･文化的背景等は異なっていますので、そうし

た状況を勘案する必要があると考えています。 

Q33： モニタリングの段階においても、何らかの情報公開を行うことは規定されているのですか？ 

A33： 

新環境ガイドライン第 2 部 1.では、「モニタリング結果は､当該プロジェクトに関わるステーク

ホルダーに公開されていることが望ましい」と記述し、プロジェクト実施主体者による対応を

促しています。 

Q34： モニタリングを実施する項目、実施期間を予め規定しないのですか？ 

A34： 

当行の新環境ガイドラインでは、計画された対策が着実に実施されているか、その計画内

容が十分なものであったか、想定されていなかった外部変化により環境への悪影響が生じ

ていないか等をフォローするためモニタリングは重要であると考えており、当行によるモニタ
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リングとして、カテゴリ A および B についてプロジェクト実施主体者によるモニタリング結果の

確認を行うこととしております。 具体的なモニタリング項目、期間については、どのような内

容とするかを一律に事前に定めることは適当でないと考えており、セクターやプロジェクトの

内容・特性、周辺の状況等さまざまな要素を踏まえ、個別に必要な項目、期間を決めること

となります。 

例えば、モニタリングの項目としては、 

1） 現地環境当局からの指摘事項 

2） 
融資等を意思決定する際に、要件の充足を確認するために環境社会配慮についての

レビューを行うこと（以下、「環境レビュー」）、 

3） 貴重種への工事中の配慮等自然環境関連 

4） 住民移転計画の進捗状況、生計回復プログラムの内容等社会環境関連 

等が考えられます。こうした項目については新環境ガイドライン第 2 部 6．に「モニタリングを

行う項目」として例示することにより予め示しております。 

また、モニタリングの頻度、項目等について借入人等と合意し、この合意に沿って当行とし

てのモニタリングを実施して行きます。 

Q35： 
モニタリング結果を得るために行う現地調査は、従来から行ってきている現地調査とは異な

るものなのですか？ 

A35： 

モニタリング結果については、借入人等より提出されますが、新環境ガイドライン第 1 部 4.

（4）に規定してある通り、当行による現地調査も必要に応じて行います。 

かかる現地調査については、従来から必要に応じ外部専門家等に意見を求めつつ実施し

てきており、新環境ガイドラインの策定後も、これまでと同様に実施していく所存であります。

Q36： 

「モニタリングに必要な情報は、適切な方法により、借入人等より報告される必要がある」と

されていますが、例えば借入人がプロジェクトの経営に参画していない場合には、借入人も

情報にアクセスできませんが、そのような場合でも借入人は情報を収集する必要があるの

ですか？ 

A36： 

借入人がプロジェクトの経営に参画していない場合にまで借入人に情報の収集をお願いす

ることはできないと考えております。借入人と実施主体者との商業上の関係を害することの

ないよう、可能な範囲で情報を収集していきたいと考えております。 

Q37： カテゴリ FI とはどのようなカテゴリなのですか？ 

A37： 

カテゴリ FI は融資契約締結時点においては個別の融資対象プロジェクトが未定であり、そ

れらプロジェクトの環境社会配慮確認を融資契約締結前には行えない形態の融資を対象と

するものです。現在の国際金融等業務および海外経済協力業務のいずれのガイドラインに

おいても設けられておらず、新環境ガイドラインで新たに設けられたカテゴリです。 

Q38： カテゴリ FI のレビュー手続きはどのように行われるのですか？ 

A38： 

個別の融資プロジェクトが融資契約締結時点で環境社会配慮確認を行う他の融資プロジェ

クトと実質的に同様の環境社会配慮確認を行うため、新環境ガイドライン第 1 部 4.（3）では、

「本行は、金融仲介者等を通じ、プロジェクトにおいて本ガイドラインに示す適切な環境社会

配慮が確保されるよう確認する」旨記述しています。 

具体的には、例えば、 

1） 
金融仲介者等の環境社会配慮確認実施能力を確認し当行環境ガイドラインによる環

境社会配慮確認を委任する、 

2） 

金融仲介者等の環境社会配慮確認実施能力につき十分な能力があると判断できな

い場合においては、環境社会配慮体制強化のためのコンサルタントの雇用を義務付

ける、 

3） カテゴリ A のサブプロジェクトについてはサブローンの対象としない、 

等いくつかの方法が考えられます。どのような対応が適当かは一律に決めることが困難で

あることより、このように一般的な考え方を示すこととしたものです。 
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また、カテゴリ FI に分類された場合でも、融資契約締結時に環境レビュー結果をウェブサイ

ト上で公開することを明記しております。 

Q39： 
融資資金が使用されるプロジェクトが確定している場合でも、銀行等の金融機関を経由した

場合には、カテゴリ FI になるのですか？ 

A39： 

カテゴリ FI は、融資契約調印前の時点で、融資資金が使用されるプロジェクトが未確定の

場合にのみ適用されるカテゴリであります。従って、たとえ金融機関を経由して融資をする

ケースでも、融資契約調印前の時点で融資資金が使用されるプロジェクトが確定している場

合、カテゴリ FI には分類されません。そのプロジェクトについて、カテゴリ A,B,C のどれに該

当するかを判断することになります。 

Q40： 
ガイドラインのカテゴリ分類において、「本行の関与が小さく」とは、具体的にはどのように判

断する予定ですか？ 

A40： 

当行が、プロジェクトの環境配慮のやり方に意見を言うこともできない程度に関与が小さい

水準であると考えております。例えば、当行が支援する金額が必要な資金全体の 5％以下

であるようなプロジェクトが該当すると考えております。 

Q41： 
ガイドラインのカテゴリ分類において、「本行が支援する金額」とは、どのように考えればよ

いのでしょうか？ 

A41： 

協調融資を行う銀行の分を除いた、国際協力銀行が融資をする金額を指します。「本行が

支援する金額」という表現になっているのは、当行がさまざまなツールを有していることによ

るものです。 

Q42： 
ガイドラインのカテゴリ分類において、「10 百万 SDR 相当円」とありますが、この SDR につい

ては、どのような換算レートが利用されるのでしょうか？ 

A42： 
SDRの換算レートについては、当面 1SDR ＝ 162.36 円と致します。詳しくはこちらをご覧

下さい。 

Q43： 
新環境ガイドラインの中で「本行は、必要に応じ外部専門家等の意見を求め、活用する」

（第 1 部 3．（3））とありますが、具体的にはどういうときに専門家を使うのですか？ 

A43： 

例えば、個々のプロジェクトの環境社会配慮確認を行う際に、専門的・技術的な知見に基づ

くアドバイスを求める必要があると当行として考える場合に外部専門家を活用させていただ

きます。この場合、日本の専門家に限らず現地の専門家も活用していくこともありえます。 

Q44： 
「専門家からなる委員会を設置」（第 2 部 1．）とありますが、これは外部専門家の意見を聴

取するために、国際協力銀行が専門家委員会を設置するのですか？ 

A44： 

特に影響が重大と思われるプロジェクトや異論の多いプロジェクトについては、外部専門家

の意見を求めることは重要です。これまでも影響が大きいと考えられるプロジェクトについて

はコンサルタント等専門家の意見を積極的に活用してきました。但し、かかる意見聴取の手

続はプロジェクト実施主体者の環境社会配慮の一環として行われるべきであると考えてお

り、第 2 部 1．対象プロジェクトに求められる環境社会配慮の項目として専門家等からなる委

員会の設置を規定しています。世銀／ＩＦC の OP4.01 においても、「カテゴリ A 案件の中でも

特にリスクが高い案件、論議を呼ぶ案件、又は環境に関する懸念が深刻で多方面に渡る案

件の場合、借入人は通常、国際的に認められ、独立した環境専門家に諮問委員を依頼し、

環境アセスメントに関係する当該案件の全側面について、助言を受けるべきである。」と借

入人に求める事項としています。 

Q45： 

スクリーニング情報が公開された後、国際協力銀行が借入人、ステークホルダー及び第三

者等からの情報に基づきカテゴリを変更することはありうるのでしょうか。その際どのように

情報公開が行われるのでしょうか。 

A45： 

融資契約前に公開しているカテゴリは暫定的なものであり、確定したものではありません。

従って、スクリーニング情報の公開後新たに得られた情報によりカテゴリを変更することは

起こり得ます。この場合速やかにウェブサイト上にて変更及びその理由につき公開したいと

http://www.jica.go.jp/environment/guideline/archives/jbic/guideline/sdr.html
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考えております。 

Q46： 

カテゴリ変更で、例えば環境にかかる重大な影響が途中で発覚し、カテゴリBからカテゴリA

へと変更になった場合、プロジェクトの要件は新環境ガイドライン上カテゴリ A の条件を満た

す必要があるのでしょうか。 

A46： 

そのようなカテゴリ変更がなされた場合、原則として新環境ガイドライン上の条件を満たすよ

う借入人等に対し働きかけることになると考えております。しかしながら既にプロジェクトが

実施されているものについては、所要の条件を満たすという観点よりも問題解決のための

施策を如何に実行するかという点が重要であると考えており、この点につき必要に応じ借入

人等に働きかけるとともに、SAF 等の活用により積極的な支援も行っていく考えです。 

Q47： スクリーニング情報に関して、融資契約締結前に公開される情報はどのようなものですか？

A47： 

当行の新環境ガイドラインでは、「プロジェクトの名称、国名、場所、プロジェクトの概要、セ

クター、カテゴリ分類とその根拠」を当行のウェブサイト上で公開することとしています（第 1

部 5. （2））。 なお、融資の金額、融資の種類等、借入人等の商業上等の秘密に関わる情

報については競争関係に配慮する必要があり、公表されません。 

Q48： 情報公開として個別事業社名は公開されるのですか？ 

A48： 

公開される情報は、「プロジェクトの名称、国名、場所、プロジェクトの概要、セクター、カテゴ

リ分類及びその根拠」です。個別事業社名は、商業上等の秘密に該当するケースが多いこ

とから、公開されません。 

Q49： 
スクリーニング情報の具体的な情報公開の時期について、どのように考えているのです

か？ 

A49： 

具体的な情報公開の時期については、カテゴリ分類の暫定的決定後速やかに行い、「意思

決定に先立ち十分な時間的余裕を確保して行うよう努める」こととしています（第 1 部 5. 

（2））。カテゴリ分類を行うためには、スクリーニングフォームを提出して頂く必要がありま

す。なお、スクリーニングフォームは、（1）当行への融資要請があること、（2）スクリーニング

を行う十分な情報が得られていること、という 2 つの条件が満たされれば提出頂くことになる

と理解しております。 一概には言えませんが、具体的な例としては、輸出・輸入・投資金融

では輸出入契約締結・投資計画確定等がなされ当行に借入申し込みに必要な資料の提出

があった場合、アンタイドローンではプロジェクト内容が固まり当行に対し借入国政府等より

融資要請があった場合、円借款では借入国政府等より我が国政府に対し借款要請があり、

我が国政府が当行による検討を決定したことを受け、当行が検討を開始した場合がひとつ

の目安となると思われます。 

Q50： 
新環境ガイドラインの制定によって、新たにどのような情報がウェブサイト上で公開されるこ

とになるのですか？ 

A50： 

融資契約調印前にプロジェクトの名称、国名、場所、プロジェクトの概要、セクター、カテゴリ

分類、及びその根拠を公開致します。また、カテゴリAおよびBのプロジェクトについては、環

境アセスメント報告書及び相手国政府等の環境許認可証明書等、借入人等から入手した

環境社会配慮に関する主要な文書の入手状況を当行ウェブサイト上に掲載し、環境アセス

メント報告書等を速やかに公開致します。 

また、融資契約締結後には、当行の環境レビュー結果をウェブサイト上で公開致しますの

で、当行がどのような認識に基づき意思決定を行ったのかをこちらからご覧頂くことができ

ます。 

Q51： 
第三者が、自らも証明できない情報を、プロジェクトを妨害するために国際協力銀行に伝え

てきた場合、国際協力銀行としてはその情報をどのように扱うことになるのですか？ 

A51： 

当行としては、第三者からの情報提供を歓迎致します。そのような情報は、当行が環境配

慮を行ううえでの参考とします。多種多様な情報がお寄せいただけることになると思われま

すので、それらの情報がすべて事実かどうかを確認することはできませんし、いい加減な情

http://www.jica.go.jp/environment/guideline/archives/jbic/provision/index.html
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報の確認の為に多大なコストと時間をかけることは、公的機関に求められる効率的な業務

運営に反することになるので、自らも証明できない情報を提供する第三者に対しては、自ら

証明できる、より正確な事実について情報提供していただくことをあらためて情報提供者に

お願いすることになります。 

Q52： 円借款の情報公開の時期はいつですか？ 

A52： 

具体的な情報公開の時期については、カテゴリ分類の暫定的決定後速やかに行い、「意思

決定に先立ち十分な時間的余裕を確保して行うよう努める」こととしています（第 1 部 5. 

（2））。カテゴリ分類の暫定的決定後のウェブサイト上での公開については、円借款では借

入国政府等より我が国政府に対し借款要請があり、我が国政府が当行による検討を決定し

たことを受け、当行が検討を開始した時期がスクリーニング開始のタイミングと考えており、

スクリーニング後速やかに情報公開を行う予定です。また環境レビュー結果については融

資契約締結後速やかに公開することになっております。 

Q53： 
情報公開については「意思決定に先立ち･･･行うよう努める」こととなっていますが、「意思決

定」とはどのタイミングでしょうか。 

A53： 
この「意思決定」のタイミングとは、当行と借入人との間で融資契約（L/A）を締結する時を指

しています。 

Q54： 
カテゴリ A に該当するプロジェクトに関する環境アセスメント報告書は日本国内でも公開す

るのですか？ 

A54： 

カテゴリAで要求される環境アセスメント報告書の入手状況はウェブサイトで明らかにされる

ことになっているほか、環境アセスメント報告書そのものについても商業上の秘密等を除く

等の適切な手続きを経た上で公開することが可能です。 

Q55： 環境レビュー結果を、早期に情報公開することはできないのですか？ 

A55： 

環境面で重要な条件が融資条件として合意される可能性があることより、環境レビュー結果

に基づき最終的に当行が融資等にかかる意思決定を行うタイミングは、対外的に融資をコ

ミットする融資契約締結時であると考えております。この観点から、環境レビュー結果につい

ては、融資契約締結後に公開することとしています。 

Q56： 融資契約についても締結後公開されるのですか？ 

A56： 
当行としましては、本ガイドラインに則って、環境情報については積極的に公開することとし

ています。但し、融資契約は金融機関としての守秘義務から公開の対象とはなりません。 

Q57： 
円借款における、スクリーニングおよび環境レビュー結果に関する情報の公開期間はどの

ようになるのですか？ 

A57： 

円借款については、カテゴリ分類の公表はスクリーニング後速やかに行うこととしており、ス

クリーニング情報の公表については環境レビュー結果が融資契約締結後に公表されるまで

と考えております。なおスクリーニング情報の公表については、特に重大な影響を及ぼす恐

れのあるカテゴリ A のプロジェクトについては国際機関の例を参考に、意思決定に先立ち

120 日程度は公表が可能となるよう努力して参りたいと思います。ただし、新環境ガイドライ

ンの本格施行から 1 年間は、ガイドラインを尊重する一方で、公開期間について途上国をは

じめとする関係者との調整を行なう必要があることに鑑み、若干短めの期間とならざるを得

ない場合も想定されますが、その場合においても最低 90 日程度の期間をとる予定です。

なお、環境レビュー結果については、特に公開期間を定めておりません。 

Q58： 
国際金融等業務における、スクリーニングおよび環境レビュー結果に関する情報の公開期

間はどのようになるのですか？ 

A58： 
国際金融等業務のスクリーニング情報については、プロジェクトに当行が関与するタイミン

グは様々であること、また民間ビジネスの動きに機動的に対応する必要があり、一律の公
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開期間を定めることが極めて困難です。しかしながら、特に重大な影響を及ぼす恐れのあ

るカテゴリ A のプロジェクトについては諸外国の例を参考に 45 日程度は公開が可能となる

よう努力して参りたいと思います。環境レビュー結果については、特に公開期間は定めてお

りません。 

Q59： 
環境レビューの結果は、どのように意思決定・融資契約書において活用されることになるの

ですか？ 

A59： 

環境レビューの結果は、融資契約書への反映を含め、融資等の意思決定において活用さ

れる必要があると考えております。当行は、新環境ガイドライン第 1 部 6.に規定の通り、 

1 モニタリング結果の報告 

2 問題発生時のステークホルダーとの協議 

3 相手国政府等の役割が重要な場合の取り決め 

4 貸付実行停止等の条件 

をプロジェクトの内容や性格に応じ、契約書やその他文書に盛りこむよう最大限努力するこ

ととしており、必要とされる事項については当行としても契約上に反映させて行く考えです。 

Q60： 

国際協力銀行の新環境ガイドラインにおいては、「借入人以外のプロジェクト実施主体者及

び相手国政府（地方政府を含む）の役割が重要である場合は、これらの者も含めて取り決

め等を結ぶよう努力する」とありますが、「役割が重要である場合」とはどのようなケースを

想定しているのですか？ 

A60： 

プロジェクトによっては、借入人やプロジェクト実施主体者に加えて、政府が、例えば、当該

プロジェクトにより生じる非自発的住民移転の補償を行う等特定の役割を果たすことが前提

となっている場合があります。こうした場合には、必要に応じ、プロジェクト実施主体者と政

府との間で契約書その他の取り決めを結ぶことにより政府の役割が確実に実行されるよう

確保することが適当であると考えております。 

Q61： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインを施行するまでに 1 年半の経過期間をおいているのは

なぜですか？ 

A61： 

新環境ガイドラインでは、例えば、プロジェクト実施主体者が作成する環境アセスメント報告

書については、同報告書はプロジェクトが実施される国において公開されていること、ステ

－クホールダーと協議が行われていることを原則とすることが新しく義務付けられていま

す。プロジェクトが実施される国での環境アセスメント報告書の公開等については、プロジェ

クトが実施される国の制度では現時点でそのように運用されていない国もあります。当行と

しては、これらの国に対しては、今後当行融資を希望するプロジェクトが当行の新環境ガイ

ドラインを満足するよう働きかけ、そのうえでこれに満足するようにプロジェクトを組成しても

らう必要があります。 

以上を踏まえ、経過期間に関しては、周知期間に加え、実際にプロジェクトを組成し環境ア

セスメント報告書を準備するためには少なくとも 1 年半程度必要と考えられることから、混乱

なくスムーズに新環境ガイドラインへの移行を図るため経過期間を 1 年半としております。 

Q62： 完全施行はもっと早くならないのですか？ 

A62： 

当行の新環境ガイドラインの完全施行は、平成 15 年 10 月を予定しております。当行の新環

境ガイドラインには、「プロジェクト計画の代替案を検討するような早期の段階から、情報が

公開されたうえで地域住民等のステークホルダーとの十分な協議を経ること」や「環境アセ

スメント報告書が、プロジェクトが実施される国において公開されていること」、「環境アセス

メント報告書の作成にあたり、事前に十分な情報が公開されていること」といった EIA のプロ

セス上の要件を新たに設けており、完全施行をするためには準備期間を置くことが必要不

可欠です。既にこれらのプロセスが終了してしまっているプロジェクトに対して、実施を要求

することは現実的ではないことから、これ以上準備期間を短縮することは困難であると考え

ております。 

Q63： 
新環境ガイドラインの施行前の経過期間には、新環境ガイドラインは全く適用されないので

すか？ 
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A63： 

経過期間内でも、新環境ガイドラインのうち適用できる事項は速やかに実施してゆく考えで

す。具体的には、（1）新スクリーニングフォームの使用、（2）新チェックリストの使用、（3）スク

リーニング情報の公開、（4）環境レビュー結果の公開については 2002 年 10 月以降要請の

あった案件から実施しております。 

Q64： 既に融資が決定している案件等に対しても、新環境ガイドラインを適用するのですか？ 

A64： 

新環境ガイドラインの完全施行となる 2003 年 10 月以降速やかに、新環境ガイドラインに従

って環境社会配慮確認を行う考えですが、既に融資承諾済み、あるいは実質的な融資要請

に至っている案件に関しましては、プロジェクト実施主体者による EIA 作成、公聴会の開催

等を含め、プロジェクトにおける環境社会配慮の内容・手続、環境当局による現地での承認

手続等は既に終了していることより、遡及適用することは困難と考えております。 

従って、そのようなプロジェクトについては、「国際金融等業務における環境社会配慮のた

めのガイドライン」あるいは「円借款における環境社会配慮のためのＪBＩCガイドライン」等の

旧ガイドラインが適用されることになります。 

Q65： 
新ガイドラインが適用されるのは、2003 年 10 月からとのことですが、その時点以降に融資

要請を行ったプロジェクトに対して適用されるのですか？ 

A65： 

当行としては、2003 年 10 月以降に実質的な融資要請を頂いたプロジェクトに対して、新ガイ

ドラインを適用していく方針です。実質的な融資要請とは、当行に対して融資要請を行うとと

もに、スクリーニングフォームを提出していただくことであると考えております。より具体的に

は、輸出・輸入・投資金融では輸出入契約締結・投資計画確定等がなされ当行に借入申し

込みに必要な資料の提出があった場合、アンタイドローンではプロジェクト内容が固まり当

行に対し借入国政府等より融資要請があった場合、円借款では借入国政府等より我が国

政府に対し借款要請があった場合がひとつの目安となると思われます。 

Q67： 

なぜ、国際協力銀行の新環境ガイドラインでは、OECD のコモンアプローチでも規定されて

いないにもかかわらず、調査検討すべき環境影響について幅広いスコープを設定している

のですか？ 

A67： 

検討する環境影響のスコープについては、新ガイドラインでは、例えば子どもの権利や HIV 

/ AIDS 等を含めていますが、これは全ての事業に対して求めているものではなく、事業の

性格や立地等を勘案し、必要と考えられる場合に検討するものです。例えば、住民移転が

発生する事業では新しい移転地に学校があるか、大規模土木工事を伴う事業で多数の労

働者が集まる可能性がある場合、彼らがサービスを受けられる保健衛生対策があるか、と

いったものであり、実際に当該プロジェクトを実施するうえで必要であり対応可能なものを想

定しています。具体的なプロジェクトにおいてどこまで検討する環境影響のスコープとして捉

えるかについては、当該国の環境影響評価制度に則るとともに、必要に応じ当行が項目を

追加的に求める場合もあることから、予め当行にも相談頂ければ、当行としても円滑な環境

社会配慮確認をすることが可能になり、有益であると考えます。 

Q68： 

第 2 部 2.において「地域住民等のステークホルダーと協議が行われ、協議記録等が作成さ

れていなければならない」とありますが、協議が行われているか否かを国際協力銀行として

も確認するのですか？ 

A68： 

当行の新環境ガイドラインでは、適切な環境社会配慮がなされるためには地域住民等との

対話が重要を重視しております。 

環境レビューを実施するに当たっては、新環境ガイドラインにおいて、「カテゴリ A のプロジェ

クトに関しては、････当該プロジェクトに関わるステークホルダーの関与や情報公開等の状

況についても確認を行う」（第 1 部 3．（3））こととしています。更に、「必要に応じ環境に専門

性を有する者によるプロジェクト予定サイトへの実査等により環境社会配慮の確認を行うこ

とがある」（第 1 部 3．（3））と明記し、ステークホルダーとの協議状況等についても確認する

こととしています。 
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Q69： 
第 2 部 1.では「望ましい」と記述されている箇所がありますが、これは第 1 部の記述と整合性

がとれているのですか？ 

A69： 

新環境ガイドラインは、第 1 部にて当行の基本方針、手続き等を明確にし、第 2 部 1.では、

融資等の対象プロジェクトに求められる環境社会配慮について記すという構成をとっていま

す。 この内容には、推奨されるもの（「望ましい」）と必要と考えられるもの（「･･なければなら

ない」）とがあるため、このような表現がとられているものです。 

Q70： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインでは、「必要に応じ」との表現がありますが、このような

書き方になっているのはなぜですか？ 

A70： 

当行の新環境ガイドラインは、当行が関与する融資等の種類（輸出金融、輸入金融、投資

金融、アンタイドローン、円借款等）、個別プロジェクトの性格（民間企業が行う事業、政府が

行う事業、PF ベースの事業、国際機関の活動への融資等）、当行が関与するタイミング等

に関して様々な相違のあるプロジェクト全てを対象としております。全てのプロジェクトを網

羅することは困難であり、また複雑すぎる内容となる恐れもあり、環境ガイドラインに盛りこ

むよりは、ケースバイケースで対応することが適当な側面もあると考えており、このような表

現が適当であると考えております。 

Q71： 住民移転の際、住民の合意については具体的な確認はどのように行うのですか？ 

A71： 

当行の新環境ガイドラインでは、適切な環境社会配慮がなされるためには、第 2 部 2．で示

されています通り、地域住民等との適切な対話を重視しております。当行としては、借入人

等からの情報を基に適切な過程を経て住民の合意に到ったかどうか確認します。また借入

人等から提供される情報のみならず相手国政府及びその機関、協調融資を行おうとしてい

る融資機関、ステークホルダーから提供される情報の重要性を認識し、これらも活用する考

えです。また、「必要に応じ環境に専門性を有する者によるプロジェクト予定サイトへの実査

等により環境社会配慮の確認を行うこと」（第 1 部 3．（3））により、住民との協議状況等につ

いても確認することとしています。 

 

ハ．その他 

Q72： 国際協力銀行の新環境ガイドラインは、どのようなプロセスを通じて作成されたのですか？ 

A72： 

2000 年 10 月から 2001 年 9 月にかけて 16 回にわたって行われた「国際協力銀行の環境ガ

イドライン統合に係る研究会」、2001 年 11 月から 12 月にかけて 7 回にわたって行われた「フ

ォローアップ委員会」等からのご意見や 2001 年 12 月から 2002 年 3 月にかけて 6 回にわた

って行われた「パブリック･コンサルテーション･フォーラム」の場で、学識経験者、NGO、産業

界、国会議員、関連省庁の方々から多くの有益なご意見を頂きつつ、作成致しました。ま

た、約2ヶ月間にわたるパブリックコメントの募集を通じてお寄せ頂いた、国民の皆様の貴重

なご意見をもとに作成致しました。 

Q73： 国際協力銀行が求める環境にかかる情報は実際に入手できるのですか？ 

A73： 

借入人等はプロジェクトが環境に与える影響について、適切に情報収集・調査を行い、対応

をとっているケースが殆どですので、当行が求める情報は入手できると考えております。ま

た。これ迄、入手が困難であった場合でも、円借款においては SAF を活用して環境の補足

調査を行って参りました。新環境ガイドライン下においても、円借款対象プロジェクトの環境

アセスメント報告書の作成につき SAF を活用して支援する等、当行として環境社会配慮確

認に必要な情報が入手できるようにしていきたいと考えております。 

Q74： 
非自発的住民移転に関する国際機関のガイドラインは国際協力銀行の環境配慮において

どのように活用されるのですか？ 
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A74： 

当行の新環境ガイドラインに基づき環境社会配慮確認を行うに際し、非自発的住民移転に

ついての国 際的基準 やグッドプラクティスとして、世 界銀行が 策定した運 用政策

（Operational Policy4.12）、 アジア開発銀行やＤAC の環境に関するガイドライン等を参照す

る考えです。環境社会配慮確認においてはこれらに示された考えを、プロジェクト内容、周

囲の状況等に照らし、必要な部分を参照することとしております。 

当行の新環境ガイドラインに明記していない事項でも、例えば法的に土地の権利を有しない

移転対象住民への補償については世銀 OP4.12 の考え方を、また住民移転計画に含まれる

べき内容については世銀 OP4.12 の Annex A を参照する考えです。 

Q75： 
モニタリングにおいて、問題が指摘された場合に解決をはかるため円借款ではSAPI、SAPS

等のスキームを拡充しないのですか？ 

A75： 
当行としましては、現在行っているSAPI、SAPS等のツールを活用した支援を強化し、プロジ

ェクト実施主体者による問題解決努力を支援していきたいと考えています。 

Q76： 
モニタリングを適切に実施することは重要であると思いますが、環境モニタリング体制を強

化するために、国際協力銀行としてはどのような対応をとっているのですか？ 

A76： 

当行としましては、計画された対策が着実に実施されているか、その計画内容が十分なも

のであったか、想定されていなかった外部変化により環境への悪影響が生じないか等をフ

ォローするためにもモニタリングは重要であると考えており、これまでも体制強化に努めてき

ております。 

例えば円借款においては、借款資金により雇用されるコンサルタントの業務内容に、必要と

判断される場合には、プロジェクト実施主体者による環境モニタリングの支援、体制強化等

を含めています。また SAF 等によりモニタリング体制の強化を支援しており、例えば環境モ

ニタリングを実施する方法、体制、資金及び対策につき提言を行っている例もあります。 

また、国際金融等業務においても、プロジェクトによっては、プロジェクト実施主体者が行う

環境モニタリングを第三者である環境コンサルタントが評価するなどの対応をとってきており

ます。 

このような方針を明確にするため、新環境ガイドライン前書きでは、「本行は、開発途上国に

おける環境社会配慮への取組支援についても積極的に取り組む方針である」旨記述してい

ます。今後も、プロジェクト実施主体者が行う環境モニタリング体制の強化に係る費用を融

資対象とする等の具体的な支援を検討してまいる所存です。 

Q77： 

限られた人的資源をより環境影響の大きいプロジェクトに注力させるため、個々のプロジェ

クトの実態に合わせて、プロジェクトが適切に運営されていると判断される場合にも、モニタ

リングをいつまでも継続することは非効率的ではないのですか？ 

A77： 

モニタリングの実施期間については、プロジェクト毎の性格、想定される環境影響の重大

さ、不確実性等を考慮し個別に設定することが適当と考えています。 

なお、セクターやプロジェクトの特性･実態を踏まえ、プロジェクトが適切に運営されているこ

とが確認された場合においては、当行によるモニタリングは一定期間後に簡素化または終

了することとしており、効率的に業務を遂行できるよう配慮しております。 

Q78： 
国際協力銀行では、プロジェクトに関する環境情報を集めるため、どのような主体から情報

収集を行うのですか？ 

A78： 

当行としては、借入人等からの情報提供により、プロジェクト実施主体者等が地域住民等の

ステークホルダーと協議を行った結果等を確認します。 

また、新環境ガイドラインには、ステークホルダーからの情報提供を歓迎する旨、規定して

おります。当行が環境社会配慮確認を行うにあたって、借入人からの情報に加え、借入人

以外からの情報も非常に重要であると認識しており、これまでも、現地調査などを通じて、

借入人以外からも情報を入手することを心がけてまいりましたが、今後ともかかる情報収集

を継続していく所存です。 

Q79： 
プロジェクトの事前評価報告書を国際金融等業務のプロジェクトについては公開しないので

すか？ 
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A79： 

国際金融等業務においては、当行による環境レビュー結果を取り纏めたものを融資契約締

結後公開することとしています。なお、「事業事前評価表」は海外経済協力業務についての

み用いられているものです。 

Q80： 今後 10 年間に計画されている全てのプロジェクトのリストを公開してくれませんか？ 

A80： 

当行では、10 年先のプロジェクトについては具体的融資の相談を受けておりません。当行と

しては、スクリーニングが終了したプロジェクトについてできるだけ早いタイミングでスクリー

ニング情報を公開することとしています。 

Q81： 
影響を受ける地域住民はウェブサイトにはアクセスできない場合が殆どであり、このような

人々はどのようにプロジェクトの情報を入手できるのですか？ 

A81： 

当行が想定している情報公開の仕組みはウェブサイトを通じたものばかりではありません。

新環境ガイドライン第 2 部 1. では、現地において「ステークホルダーとの十分な協議」が行

われていることを対象プロジェクトに求められる環境社会配慮の原則としており、住民に対

して十分な情報公開がなされるよう求めています。 

Q82： 
円借款におけるプロジェクト終了時の評価報告書を公開することを義務づけないのです

か？ 

A82： 

円借款においてはプロジェクト終了後に行われる評価の報告書（事後評価報告書）は現在

も全て公開しております。同報告書の中で、環境や社会へのインパクトについても記述して

います。 

Q83： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインを国内外の関係者に周知させるために、どのような活

動を行っているのですか？ 

A83： 

当行ではこれまで、ホームページで新環境ガイドラインを和文、英文にて公表し、パブリック

コメントにかけると共に、計 6 回のパブリックコンサルテーションフォーラムを開催して説明を

行っております。また、円借款等の借入国である各国政府等へは現地事務所等を通じて説

明を行っております。 

また、新環境ガイドラインについては、当行のホームページに掲載し、広報誌でも取上げる

など積極的な広報に努めています。 

ガイドラインの策定後も当行内の体制整備に一層努めると共に、借入国、借入人等に知っ

て頂くよう努力して参る所存です。 

Q84： 

環境アセスメント報告書等が適時に提出されないためにプロジェクトの進捗に影響をきたす

ことを避けるため、環境アセスメント報告書作成支援を SAF スキームまたは本体プロジェク

トへの融資スコープに入れる等の形で実施しないのですか？ 

A84： 

SAF スキームの中の SAPROF や調査・設計等に対する円借款であるエンジニアリング・サ

ービス借款の活用により、環境アセスメント報告書の作成を支援することができると考えて

います。また、エンジニアリング・サービス借款そのものは環境に影響を与えるものではない

ため、新環境ガイドラインにおいても従来通り環境アセスメント報告書の提出が義務ではな

いカテゴリ B または C になると思われます。 

上記のツール以外にも、当行として必要な支援を行うことが可能になるよう、新たなツール

についても検討していきたいと考えております。 

Q85： 
国際協力銀行の新環境ガイドラインにおいて、EIA の公開が要求されていますが、国によっ

ては、EIA の公開を法律的に認めていない国もあるのではないですか？ 

A85： 

すべての国について調査したわけではありませんが、EIA を公開することを法的に定めてい

ない国はあっても、EIA の公開を禁止している国は見うけられません。情報公開に後ろ向き

の国もありうるので、そのような国に対しては、我が国政府を通じ、公開を進めている国の

例や国際機関の対応振りを紹介しつつ、かかる途上国政府の理解を得られるように努めて

行くものと考えております。 
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Q86： 
相手国の制度を無視して相手国に対して、環境アセスメント報告書の公開を要求することは

内政干渉にもなりかねないのではないですか？ 

A86： 

環境アセスメント報告書の公開は環境と両立した持続的な事業を達成するという観点からも

当行として重要であり、その方向で各国政府に説明、理解を求める所存です。 

しかしながら、法律上は公開を禁止していないものの、現段階では運用上公開していない

国もあります。これは単に環境影響評価制度の問題というよりは、「情報公開」に対する考

え方の相違に原因があると考えられます。従って、当行の新環境ガイドラインでは環境アセ

スメント報告書の公開の必要性を重要視し、これを求める観点から「要求される」とし、その

方向で各国政府と協議して参る所存です。 

当行としては、相手国に環境アセスメント報告書の公開の重要さを理解して頂き、周知する

ための機会を引続き持つとともに、例えば円借款においては当行の調査費等も活用し、当

該国における環境アセスメント報告書の作成段階でステークホルダーとのコンサルテーショ

ンの実施等に係る支援を引続き行っていく予定です。 

Q87： 
先進的なガイドラインができたと言われていますが、そのような環境ガイドラインを作成し、

民間企業に実施を促した場合、民間企業は対応できるのですか？ 

A87： 
民間企業においてもこれまで適切な環境配慮を行ってきた実績をもつ企業が多数あり、当

行の新環境ガイドラインについても対応可能であると考えております。 

Q88： 新環境ガイドラインの英訳は作成するのですか？ 

A88： 

当行の借入人には、海外の企業・政府・政府機関等もありますので、便宜のために英訳も

作成しております。但し、日本語と英語とで解釈に疑義が生じた場合は、日本語版に基づき

解釈を行うことを考えております。 

Q89： FAQ とはどういうものですか？ 

A89： 

FAQ は、当行の新環境ガイドラインに関して、利用者の皆様の多くの方が質問・疑問に思わ

れる点を解消するために作成された、「よくある質問」です。ガイドライン本文のような文章で

は読みにくいといった方には、こちらを読んで頂く方がよいのではないかと考えております。 

Q90： 

新ガイドラインが適用されるのは 2003 年 10 月からとのことですが、スクリーニングフォーム

の提出時期が異なると、同じプロジェクトに対して国際協力銀行と日本貿易保険とで適用さ

れるガイドライン及びスクリーニングフォームは異なることになるのですか？ 

A90： 

形式上は、ご質問のようなこともありうるのですが、事業者にとっての利便性の観点から

は、当行と日本貿易保険とで出来る限り同一のスクリーニングフォームを適用することが効

率的であると考えております。スクリーニングフォームは当行と日本貿易保険とで統一して

おりますので、スクリーニングフォームの提出に必要な情報については同時期に入手でき、

提出のタイミングも大きくずれないようにできるのではないかと考えております。 

Q91： 
国際協力銀行と日本貿易保険とでは、支援金額が異なることもありえますが、その場合に

は、同じプロジェクトでも別のカテゴリになることもありうるのですか？ 

A91： 
形式上はありえますが、当行と日本貿易保険とでできる限り協調しつつ、カテゴリを検討し

ていくことが借入人の方の利便性の観点からも適当ではないかと考えております。 

 

以 上 


